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沖縄振興施策に対する貢献状況

件
数
（
構
成
比
）

金
額
（
構
成
比
）

「自立型経済の構築に向けた産業の振興」に係る融資の構成比が件数・金額ともに高い

交通基盤やエネルギー関連の融資を中心とする「持続的発展を支える基盤づくり」が、金額ベースで４割を占める

教育資金を中心とする「多様な人材の育成と文化の振興」が、件数ベースで２割超を占める
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■科学技術の振興と国際交流・協力の推進

■雇用の安定と職業能力の開発

■自立型経済の構築に向けた産業の振興
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■持続的発展を支える基盤づくり
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■自立型経済の構築に向けた産業の振興
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（１） 自立型経済の構築に向けた産業の振興
① 質の高い観光・リゾート地の形成

観光振興地域制度などに対応した貸付制度（独自制度）を整備し、宿泊施設、テーマパーク、
スポーツレクリエーション施設などの観光振興に不可欠な事業・施設等に対し、安定的な長期
資金を供給

【沖縄公庫融資による宿泊施設整備実績（累計）】

注 ：産業開発資金及び中小企業資金で融資した宿泊業及び宿泊施設

向け不動産賃貸業の合計

～観光産業の裾野を広げ、質の高い観光・リゾート地の形成に貢献～

【「質の高い観光・リゾート地の形成」に係る融資実績】
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平成１４～２０年度の融資実績は、１，８５４件、
７４６億５２百万円。

沖縄公庫の融資によって整備された宿泊施設の実
績（平成１４～２０年度） は、４８施設、５，９７４室。
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（１） 自立型経済の構築に向けた産業の振興
② 情報通信関連産業の集積

【情報通信業への融資実績】
【業種別の情報通信業への融資実績構成比】

（平成14～20年度累計）

～情報通信業の多様な資金ニーズに対応～

情報通信関連事業者向けの貸付制度（独自制度）を創設し、企業の立地促進など沖縄振興策
における戦略的な産業振興に対応
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沖縄IT津梁パークの開所を踏まえ、平成２１年４月に情報通

信関連業の事業集積を支援する貸付制度を創設。

情報通信業への平成１４～２０年度の融
資実績は、３９２件、１３６億７４百万円。

業種別にみると、融資件数は情報サービ
ス業が約半数を占め、融資額は通信業、
放送業で ６割近くを占める。
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（１） 自立型経済の構築に向けた産業の振興
➂ 亜熱帯気候等の地域特性を生かした農林水産業の振興

～農林水産業の生産体制の強化や効率化に貢献～

長期・低利の資金供給を通じ、農林水産事業者の経営の安定や地域特性を生かした生産体制
の強化、効率化を支援

平成１４～２０年度の融資実績は、７６３件、１７２億９百万円。

【「亜熱帯気候等の地域特性を生かした農林水産業の振興」に
係る融資実績】
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（１） 自立型経済の構築に向けた産業の振興
④ 地域産業の振興と企業の立地促進

～多様な融資制度により地域産業の振興と企業の立地促進に貢献～

県内企業の大多数を占める中小企業への円滑な資金供給や商工会議所・商工会等と連携して
小企業の経営改善を促進するマル経貸付等を通じて、中小企業等の高度化・近代化を支援。

地域産業の振興と新たな企業立地を促進するため多様な融資制度による資金供給を実施。

平成１４～２０年度の融資実績は、２０，０７０件、２，９４３億２百万円。

【「地域産業の振興と企業の立地促進」に係る融資実績】
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（２） 雇用の安定と職業能力の開発

これまで出資した業種は、食品製造業、
化粧品製造・販売業、情報サービス業、
出版業、映像制作業等多岐にわたる

～セーフティネット機能の発揮や創業支援を通じて雇用の安定・確保に寄与～

【「雇用の安定と職業能力の開発」に係る融資実績】

景気変動や社会的・経済的環境の急激な変化に対応し、企業の資金繰り支援や倒産防止に対応。

出融資及び事業展開における助言などにより、新規事業の創出促進、雇用の創造を積極的に支援。

平成１４～２０年度の融資実績は、１，０４６件、４３５億９９百万円。

【沖縄創業者等支援貸付の実績と雇用創出効果】

【セーフティネット関連貸付の融資実績】

【新事業創出促進出資の実績】
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（３）健康福祉社会の実現と安全・安心な生活の確保

～医療機関や福祉関連企業への融資を通じて沖縄の医療・福祉環境の改善に貢献～

施設新設や高度医療機器等、沖縄の医療事情の改善のほか、福祉高齢化対策としての施設
整備等を支援。

医療・福祉関連業への平成１４～２０年度の融資実績は、９３６件、２７２億５２百万円。

【医療・福祉関連業への融資実績】 【医療・福祉関連業への融資構成（金額ベース）】
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（４）多様な人材の育成と文化の振興

～専門学校や大学等への進学支援、交通遺児、母子家庭の教育機会の向上に貢献～

島外への進学など各家庭の教育資金の負担が過大となる現状に対し低利の融資を行うことに
より、教育を受ける機会を支援。

平成１４～２０年度の融資実績は、８，３０７件、９７億４４百万円。

【教育資金利用者の所得分布】

（平成20年度）

【「多様な人材の育成と文化の振興」に係る融資実績】
【本支店別・学校種別融資実績】（平成20年度）
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平成２２年度より「教育一般資金貸付」に係る離島

居住者への金利優遇を実施

１００万円を限度として、適用利率から０．９％の低減措置を行う。

⇒沖縄離島の地域づくりの担い手となる人材の育成を金融面から

支援
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（５）持続的発展を支える基盤づくり ～産業・生活基盤～

～産業基盤整備に対する融資を通じて産業・生活基盤の充実と地域の発展に貢献～

陸上交通、海運、航空などの交通・運輸関連及びエネルギー関連の産業基盤整備について独自
融資制度を活用し、地域的な課題に対応。

平成１４～２０年度の融資実績は、３８件、１，４１１億５６百万円。

【「持続的発展を支える基盤づくり」に係る融資実績】
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（６）駐留軍用地跡地の利用の促進

～駐留軍用地跡地の再開発事業に対する融資を通じて地域振興に貢献～

事業系の平成１１～２０年度の融資実績は、４４件、３２９億９４百万円（総工費の５１．９％）。

住宅系の平成１１～２０年度の融資実績は、９００戸、８７億６０百万円。

北谷町と助言業務協定を締結 平成１９年５月に北谷町と沖縄公庫は、「北谷町地域開発プロジェ

クト助言業務に関する協定書」を締結

構想段階から金融ノウハウを活用し助言を行うほか、情報提供等を

通じてプロジェクトの推進を支援

【駐留軍用地跡地における融資実績（住宅系）累計】

44
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注：融資額１億円以上、建物対象案件

【駐留軍用地跡地における融資実績（事業系）累計】
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（７）環境共生型社会の形成

～省エネルギーやリサイクルに対応した設備投資等への融資を通じて、循環型社会づくりを支援～

美しい自然環境は沖縄の貴重な資源であり、守るべき大切な財産。省エネルギーや リサイクル
に対応した設備投資等への融資を通じて、環境負荷の少ない持続可能な循環型社会づくりを

支援。

平成１４～２０年度の融資実績は、４７件、８５億９百万円。

沖縄独自の環境課題に対応した制度

【赤土等流出防止低利制度の融資実績】

【「環境共生型社会の形成」に係る融資実績】
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未来に残すべき沖縄の美しい海を守るため、「赤土

等流出防止低利制度」（通称：ちゅら海低利制度）を

創設（平成１５年度）。

ちゅら海低利制度の利用実績（平成１５～２０年度）

は１１８件、８９９億７８百万円。


